
第４章 東京水道が目指すべき姿（2040年代）と取組の方向性

１ 長期的な財政状況を見据えた計画的な施設整備

２ 新技術の活用と経営の効率化

３ 東京水道グループの総合力強化
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第４章 東京水道が目指すべき姿（2040年代）と取組の方向性
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(1) 水道需要と施設整備

(2) 大規模浄水場の更新

(3) 多摩地区水道の再構築

(4) 管路の更新

(6) 水質・水源対策

(5) 災害対策

(7) 環境対策

○厳しい渇水や災害時にも首都東京の安定給水を確保できるよう、水源を確保
○将来の水道需要の動向等を見据え、施設能力を適宜見直し

○コンクリート構造物の予防保全型管理により、施設の長寿命化や更新の平準化が図ら
れ、長期に及ぶ更新工事を計画的に推進

○将来の水道需要の動向等を見据え、安定給水を確保しつつ施設規模をダウンサイジング

区 分 目指すべき姿

○市町域にとらわれない合理的かつ適切な配水区域に再編
○配水本管が二系統化され、ネットワーク化及び隣接区域との連絡が実現
○水道施設において風水害対策が実施され、発災時においても各施設が運転を継続し、
可能な限り給水を確保

○重点的な耐震継手化の完了により、震災時の断水被害が低減
○取替困難箇所に点在する布設年度の古い管路の更新が完了
○供用年数を踏まえた計画的な管路の更新を実施

○気候変動に伴うリスクに対しても、新技術の導入等により、浄水処理を適切に実施
○沈殿池などの覆蓋化により、異物混入に対する対策を推進
○水道水源林は、森林が持つ水源かん養などの機能を持続的に発揮させる森づくりを実施
○民有林は、林業経営が継続しており、水源かん養などの機能も向上

○水道施設の被害は最小限に抑えられ、必要な水を確保
○広域的な受援体制が構築されており、発災直後の混乱が軽減

○安全でおいしい高品質な水の安定供給とＣＯ２排出量削減を両立し、脱炭素社会に貢献
○健全な水循環の形成に寄与し、緑を守り、生物多様性にも配慮した事業を展開
○持続可能な資源利用を推進し、循環型社会の形成に寄与
○環境取組に対する関係者の理解が十分に得られ、環境施策が持続的に展開
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第４章 東京水道が目指すべき姿（2040年代）と取組の方向性

(1) 水道需要と施設整備

○水道需要は、都が今後策定予定の長期戦略を踏まえて検討
○浄水場の施設能力は、水道需要の動向等に応じて適宜見直す
とともに、リスク等による能力の低下が生じた場合においても、給
水を可能な限り継続できる施設能力を確保

(2) 大規模浄水場の更新

○コンクリート構造物の耐久性分析及び予防保全型管理を踏ま
えて浄水場の更新期間を約90年に見直し
○浄水場の更新及び代替浄水施設整備の計画を見直し、更新
を平準化して着実に整備を実施

(4) 管路の更新

○取替優先地域の耐震継手化を重点的に実施し、令和10
（2028）年度までに解消
○取替困難管は優先度を定め着実に更新
○管路に「供用年数」を設定し、管路を計画的に更新

重要施設への供給
ルートの耐震継手化 取替優先地域の解消

供用年数を踏まえた更新取替困難管の更新

重点的な耐震継手化
供用年数を踏まえ
更新を計画的に実施

R4(2022)年度 R10(2028)年度

（更新期間60年）

現在過去

水道需要の
推移イメージ

水
道
需
要

社会経済情勢、政策展開、人口動向など
長
期
的
な
将
来
の
需
要
は
、

様
々
な
要
因
に
よ
り

大
き
く
変
動
す
る
可
能
性
が
あ
る
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（更新期間90年）

(3) 多摩地区水道の再構築

○地域特性に合わせて配水区域を再編し、施設を統廃合
○配水本管を二系統化し、隣接区域と連絡する管路を整備
○風水害のリスクが高い箇所について、対策を順次実施

市町域内で設定された配水区域
市町域にとらわれない

合理的かつ適切な配水区域



第４章 東京水道が目指すべき姿（2040年代）と取組の方向性

(5) 災害対策

○浄水施設や配水施設等の耐震化を可能な限り前倒して実施
○浸水対策は、送配水ネットワークの構築によるバックアップ機
能の更なる強化等により、可能な限り給水を確保

○受援体制を着実に機能させる取組を行い、災害発生初期の
応急給水体制を強化する取組を実施

〈応急復旧訓練〉 〈給水車による応急給水〉
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(6) 水質・水源対策

○原水のpH値上昇や濁度の上昇を踏まえ、高塩基度PAC（ポリ
塩化アルミニウム）を順次導入し、高分子凝集剤の導入を検討

○利根川水系は高度浄水処理を維持、多摩川水系は原水水質
の状況に応じて微粉末活性炭や高度浄水処理等の導入を検討

○施設の更新に合わせて、沈殿池などの覆蓋化を実施

○水道水源林の効率的な管理に加え、あらゆるリスクに備え、管
理基盤を整備

○ ＩＣＴを活用し、森林の現況等を効率的に把握
○民有林は、水道局の負担による新たな施策や、森林経営管理
制度を活用した森林整備の実施を検討

小河内貯水池に隣接
するマツ枯れの民有林

林道

高度浄水
処理
（オゾン+
生物活性炭）

凝集

沈殿処理

原
水

砂ろ過
処理

高塩基度PACと高分子凝集剤の導入により、
薬品コストの削減と浄水処理時間の短縮

(7) 環境対策

○多面的なエネルギー施策を展開し、エネルギー使用に起因す
るＣＯ２排出量を着実に削減

○水資源の有効利用や、生物多様性に配慮した緑の維持・創出
を通して、健全な水循環と豊かな緑を保全

○省資源化を図り、持続可能な資源利用を推進
○多様な主体との環境コミュニケーションを積極的に推進し、環
境施策の実効性を更に向上

ボランティア
による森林
保全作業

太陽光
発電設備
(東村山浄水場)



現状・課題

○ 将来の人口減少に伴い、水道需要は減少する見込みです。このため、これまで経験したことがない本格的な人

口減少社会を見据えた推計が必要となります。

○ 都の主要な水源である利根川水系では、近年、３年に１回程度の割合で取水制限を伴う渇水が発生しており、

将来、気候変動の進行により、これまで以上に厳しい渇水のリスク増大が懸念されます。

○ 安定給水を確保していくためには、補修等による経常的な能力低下や最大浄水場の停止のリスク等を踏まえた

施設能力を保有する必要があります。

目指すべき姿

○ 厳しい渇水や災害時にも首都東京の安定給水を確保できるよう、水源を確保しています。

○ 将来の水道需要の動向等を見据え、確保する施設能力を適宜見直ししています。

取組の方向性

○ 水道需要は、施設整備の将来計画を定める基礎となるため、できるだけ長期にわたる水道需要を見据える必要

があり、都が今後策定予定の長期戦略を踏まえて検討します。

○ 水源は、水道需要を考慮しつつ、気候変動や災害等のリスクを踏まえ確保していくとともに、これまでの投資

により確保してきた貴重な水源として最大限活用していきます。

○ 浄水場の施設能力は、水道需要の動向等に応じて適宜見直すとともに、リスクや補修工事等による能力の低下

が生じた場合においても、給水を可能な限り継続できる施設能力を確保していきます。

１（１） 水道需要と施設整備
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取組例[１/３]

現在過去

水道需要の

推移イメージ

水
道
需
要

社会経済情勢、政策展開、人口動向など
長
期
的
な
将
来
の
需
要
は
、

様
々
な
要
因
に
よ
り

大
き
く
変
動
す
る
可
能
性
が
あ
る

○ 水道需要は、施設整備の将来計画を定める基礎となるため、できるだけ長期にわたって見通す必要があ

ります。

○ 長期的な将来の水道需要は、社会経済情勢や政策展開、人口動向やライフスタイルなど、様々な要因に

より変動する可能性があります。

○ そのため、都が今後策定する長期戦略を踏まえて、水道需要を検討していきます。

【水道需要の見通し】

１（１） 水道需要と施設整備
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取組例[２/３]

○ 都の保有する安定した水源量は、全ての水源開発が完了すると、日量約600万㎥となります。

○ 国は、近年の降雨状況から、ダム等から安定的に供給できる水量は、当初計画よりも低下していると明言

しており、気候変動の進行により、これまで以上に厳しい渇水になると、更に供給できる水量は低下します。

○ 水源は、水道需要を考慮しつつ、気候変動や災害等のリスクを踏まえ確保していくとともに、これまでの

投資により確保してきた貴重な水源として最大限活用していきます。

【水源確保の考え方】

安定水源
約600万

課題水源
約80万

水源開発完了後の水源量

【現状】

安定水源
約600万 安定水源

約500万

気候
変動

安定した水源量
既往最大の渇水時
における水源量

【将来】

気候変動による
水源量の低下

１（１） 水道需要と施設整備

水源開発が完了する
までの間、特例的に認
められた水源
将来的に解消が必要

31
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取組例[３/３]

【施設整備の考え方】

リスク発生時に
最低限確保
すべき配水量

補修等による
能力低下量

リスクによる
能力低下量

約600万

約680万
686万
（施設能力）

水道需要 リスク発生時

一日最大
配水量

一日平均
配水量

約470万

平常時

平常時に確保
すべき配水量

補修等による
能力低下量 老朽化による

補修工事等を想定

最大浄水場の
停止等を想定

（単位：m3/日）
（ダウンサイジングのイメージ）

確保する施設能力
（水道需要＋リスクや補修等による能力低下量）

施
設
能
力

浄水場施設能力
浄水場更新に合わせて
ダウンサイジング 浄水場更新に合わせて

ダウンサイジング

（確保する施設能力の考え方）

○ 将来にわたり安定給水を支え続けるためには、水道需要への対応はもとより、浄水場が停止するような重大

リスク時にも給水を可能な限り継続できる施設能力を保有することが必要です。そのため、確保する施設能力

は「平常時」と「リスク発生時」を考慮して設定していきます。

＜確保する施設能力の考え方＞

・平 常 時：計画一日最大配水量に、補修等による能力低下量を加えた規模の施設能力

・リスク発生時：最大浄水場が停止した場合にも、計画一日平均配水量レベルを確保する規模の施設能力

○ 水道需要の動向、施設の補修や浄水場停止のリスクによる能力低下等を考慮し、浄水場更新に合わせて施設

規模をダウンサイジングしていきます。

１（１） 水道需要と施設整備
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○ 一日最大配水量の推計は、数値等のエビデンスが必要である。その上で、能力低下量については、都民に対し

丁寧な説明が求められる。

○ 令和元（2019）年はたまたま台風が多かったが、これまで以上の渇水が発生することも想定される。今後は水

源量を割り増しして考え、水源量に余裕を持たせることも必要ではないのか。

○ 施設に多少の余剰があったとしても、安全面を配慮した施設整備が求められるのではないか。あまり先を見越

して施設をダウンサイジングしても、不測の事態があった場合に対応できないのではないか。

○ 施設能力は、補修工事による能力低下とリスクによる能力低下を分けて考えずに、全体を少なく見込むべきで

ある。今後40年間で人口が減るため、リスク発生時に最低限確保すべき施設能力を10％程度段階的に下げること

を検討してはどうか。

○ 朝霞浄水場が止まった場合に想定している地下水の利用量を増やすことは考えられないのか。

○ 水道需要の推計は、人口減少以外にも様々な要因が影響する可能性がある。都が策定予定の長期戦略だけでは

なく、過去の実績、その時々の様々な状況も踏まえつつ推計すべきである。

○ 河川からの取水は河川法上の制約があるため、融通が利くものではないが、上流取水が可能となれば、位置エ

ネルギーの活用により、ポンプアップの電力使用量が減り、気候変動対策面から緩和施策に貢献できる。より良

い水質の水源を重視していくという姿勢を持ち続けるべきである。

外部有識者の意見

１（１） 水道需要と施設整備
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１ 今後、人口減少により水道需要も減少すると考えられる。無駄な水源開発をやめる方が、財政的に有益であ

る。

【対応１】水源は、水道需要を考慮しつつ、気候変動や災害等のリスクを踏まえ確保していくとともに、これまで

の投資により確保してきた貴重な水源として最大限活用していきます。（29頁に記載のとおり）

２ 施設規模のダウンサイジングは、どのように行うのか。

【対応２】安定給水に支障を来たすことがないよう、水道需要が減少した段階で、施設の更新に合わせて実施して

いきます。

３ 気候変動が激しく降水量が減ることも予想される。大きな振れにも対応できる余裕をもった水源管理を願う。

また、最悪どの程度まで耐えられるか最悪のシナリオを想定し、それを明らかにしていただきたい。足りない場

合は、融通しあえる他の道府県との連携はできるのか。

【対応３】現時点で将来の気候変動により水源量がどの程度減少するかを定量的に予測することは困難ですが、今

後、降水量が減少し、河川流況が悪化した場合でも対応できる備えが必要となります。

このため、水源は、水道需要を考慮しつつ、気候変動や災害等のリスクを踏まえ確保していくとともに、こ

れまでの投資により確保してきた貴重な水源として最大限活用していきます。

また、都の主要な水系である、利根川・荒川水系では、渇水時における円滑な水需給の調整を図るため、渇

水対策について十分な連絡をとり、合理的な水利使用を促進することを目的とした利根川水系渇水対策連絡協

議会や荒川水系渇水調整協議会があります。

パブリックコメント（都民等）の意見

１（１） 水道需要と施設整備
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現状・課題

○ 都の浄水場は、高度経済成長期に集中的に整備されており、今後一斉に更新時期が到来します。

○ これまでの浄水場の更新計画は、主な構成要素であるコンクリート構造物の法定耐用年数約60年を目安に設定

しています。

○ 全浄水場の更新は、長期にわたり多額の経費が見込まれるため、より効率的な施設整備が必要です。

目指すべき姿

○ コンクリート構造物の予防保全型管理により、施設の長寿命化や更新の平準化が図られ、年間事業費を抑制し

つつ、長期に及ぶ更新工事を計画的に推進しています。

○ 将来の水道需要の動向等を見据え、安定給水を確保しつつ施設規模をダウンサイジングしています。

取組の方向性

○ コンクリート構造物の耐久性分析及び予防保全型管理を踏まえて浄水場の更新期間を約90年に見直します。

○ 更新期間を踏まえ、浄水場の更新及び代替浄水施設整備の計画を見直し、更新を平準化して着実に整備を進め

ていきます。

１（２） 大規模浄水場の更新
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取組例[１/３]

【浄水場の更新】

2020年

施

設

能

力

2060年

施

設

能

力

2020年

一斉に更新時期を迎える

（築造60年間経過時点で更新） （計画的な更新）

更新には、約40年、約１兆円が必要

１（２） 大規模浄水場の更新

○ 予防保全型管理により、施設を長寿命化し、更新の平準化を図るとともに、水道需要等を考慮して施設規模の

ダウンサイジングを進めます。

36

水道需要やリスク対応等を考慮し、
適切な規模に施設を再構築



取組例[２/３]

【浄水場の更新期間】

１（２） 大規模浄水場の更新

○ 学識経験者による指導・助言を基にコンクリート構造物の耐久性を分析した結果、コンクリート構造物の供用

年数を100年以上とすることは妥当との評価を得ています。

○ コンクリート構造物の予防保全型管理による施設の長寿命化や更新の平準化を考慮し、更新期間を約60年か

ら約90年に変更します。

〇 また、施設の更新の際には、水道需要等を考慮して施設規模のダウンサイジングを進めます。

37

約1兆7,800億円

【 更新期間約60年 】 【 更新期間約90年 】

年平均事業費：約260億円 年平均事業費：約200億円

更新期間を約60年から約90年にすることで、年平均事業費を約60億円抑制

（浄水場の更新費用のシミュレーション）

90年間の事業費：約2兆3,400億円

約1兆5,600億円
予防保全型管理費 約200億円

約7,800億円
浄水場更新費
約1兆200億円

設備更新費
約5,200億円

30年60年

次期更新事業

予防保全型管理費 約300億円

浄水場更新費
約1兆200億円

設備更新費
約7,300億円

90年



○ 更新期間を約90年にすることで、浄水場の更新及び代替浄水施設整備の着手時期と整備規模を見直します。

・ 浄水場更新の着手時期は、東村山浄水場は2030年代、金町浄水場は2050年代、小作浄水場は2060年代以降

・ 上流部浄水場（仮称）は、東村山浄水場の代替浄水施設の一部として、浄水施設を整備〔着手時期：2020年代〕

・ 境浄水場は、東村山浄水場の代替浄水施設を上流部浄水場（仮称）と分割することにより、整備規模を縮小して浄水施設を

整備〔着手時期：2020年代〕

・ 三郷浄水場は、代替浄水施設の着手時期を変更〔着手時期：2040年代〕

【浄水場更新及び代替浄水施設整備の計画見直し】

金町
東村山

境

2 6
小作

上流部（仮称）

3

4

1

5
三郷

江

戸
川

荒 川

多
摩
川

3

･･･更新する浄水場

･･･代替浄水施設

【凡 例】

境浄水場 (東村山浄水場の更新代替 )

上流部浄水場（仮称）(小作浄水場の更新代替 )

→ (東村山浄水場の更新代替 )

三郷浄水場 (金町浄水場の更新代替 )

東村山浄水場

小作浄水場

金町浄水場

1 2

3 4

5 6
3

１（２） 大規模浄水場の更新

取組例[３/３]
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既存施設の移設等により、
代替浄水施設のスペースを確保

Ａ浄水場内に代替浄水施設を整備後、
Ｂ浄水場の更新工事に着手

ａ系列更新後、ｂ系列を更新

（大規模浄水場の更新イメージ） （位置図）



○ コンクリート構造物に供用年数を設定する方向性は理解できる。実施に当たっては、専門的な分析、数値など

のエビデンスを用意すべきである。

○ 無理に長寿命化しようとすると、更新よりも補修の費用が割高になる場合もある。数値的な根拠や意思決定モ

デルのようなものを作るべき。

○ 物理的な耐用年数で更新時期を変えていく点は基本的によいと考える。ただし、更新期間を60年から90年に延

ばした時のメンテナンスの方法について、基準を作ることが重要である。

○ 金町浄水場は、補修を重ねて複雑な系統になっている。長期的にうまく更新してほしい。

外部有識者の意見

１（２） 大規模浄水場の更新
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１ 更新期間を60年から90年に変更しているが、補修や危機管理を鑑み、ダウンサイジングの方向にすべき。

【対応１】水道施設のダウンサイジングは、安定給水に支障を来たすことのないよう、水道需要の動向、施設の補

修や浄水場停止のリスクによる能力低下等を考慮し、浄水場更新に合わせて適切に実施していきます。

（32頁に記載のとおり）

２ 費用の平準化については、どの程度の効果があるのか。

【対応２】年平均事業費を約60億円抑制できると見込んでいます。（37頁に記載のとおり）

パブリックコメント（都民等）の意見[１/３]



１（２） 大規模浄水場の更新
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３ 浄水場の個別の整備計画を明らかにしていただきたい。

４ 財政収支の項目では、東村山浄水場と金町浄水場の更新時期は記載があるが、記載がない三園浄水場はどうな

るのか。

【対応３・４】浄水場更新の着手時期について、東村山浄水場は2030年代、三郷浄水場は2040年代、金町浄水場は

2050年代、小作浄水場は2060年代以降としています。（38頁に記載のとおり）

三園浄水場を含めた他の浄水場については、将来の水道需要の動向等を踏まえ、着手時期と整備規模を検討し

ていきます。

５ 老朽化した水道施設の改修は必要不可欠であり、早急に進めるべき。

【対応５】老朽化した水道施設の更新は、施設の劣化度などを考慮し優先順位を設け、適切に進めていきます。

６ 施設整備と環境対策など相反するようなものもある。例えば、二酸化炭素の排出量削減を必達事項として掲げ

るときに「施設の整備または運転の水準を落とす」といった方法をとるのか。それとも「施設整備は必達事項で、

その中で取り組める環境対策を行う」のか整合性や実現性といった面の課題にもポイントを置かれた説明が必要。

【対応６】人口や水道需要が減少する中にあっても、将来にわたり安定給水を継続するために必要な施設整備等は着

実に推進していきます。一方で、二酸化炭素排出量を削減することも水道事業者に求められている責務であり、

省エネ型ポンプ設備や太陽光や小水力発電設備の導入、従来よりも発電効率を高めたガスエンジン方式の発電設

備の導入、空調や照明等の効率化などを含め、エネルギー効率等に配慮した施設整備を実施していきます。

パブリックコメント（都民等）の意見[２/３]



１（２） 大規模浄水場の更新
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パブリックコメント（都民等）の意見[３/３]

７ 2026年度以降は給水人口が減少傾向に入るため、保有水源、施設能力とも余裕が増加傾向になる。多摩地区の

井戸水源の整備を行うことで更新による不足分を賄うことが可能であることから、代替浄水施設と多摩川上流浄

水場の整備は不要である。

【対応７】個々の浄水場は、浄水処理の系列が複数に分割されており、更新に当たっては、更新工事中の能力低下を

抑制するため、系列単位で施設を廃止し、更新することとしますが、それでも大幅な能力低下が避けられない状

況にあります。

このため、安定給水を確保しながら、更新を進めるには、浄水能力に不足が生じないよう、低下する能力をあ

らかじめ確保するため、上流部浄水場（仮称）などの代替浄水施設を整備することが必要と考えています。

なお、多摩地区の井戸水源は、身近にある貴重な水源として、適切に活用するとともに、災害や事故時の備え

としても重要であると認識していますが、地盤沈下や水質の面から、将来にわたる安定的な水源に位置付けるこ

とは困難です。多摩地区においては、有機フッ素化合物（ＰＦＯＳ及びＰＦＯＡ）や、有機塩素化合物（トリク

ロロエチレン等）の濃度が高い井戸もあり、除去設備が設置可能な場合は、これを設置して浄水処理を行ってい

ますが、それ以外のものは、使用停止しています。

また、市町営水道時代に整備された井戸が多くを占め、設備の老朽化が進行しています。このため、施設の適

切な維持管理を行いつつ、今後の多摩地区の井戸の活用について検討していくとともに、代替浄水施設の整備を

進め、更新時期を迎える浄水場の更新を着実に進めていきます。



現状・課題

○ 多摩地区は、市町営水道を引き継いできた経緯から、多くの配水区域が市町域内で設定されているとともに、

市町域を越えた配水管網が十分ではないためバックアップ機能が不足しています。また、小規模な浄水所や給水

所等の水道施設が広範囲に多数存在しているため、広域水道としてのスケールメリットが発揮できず、施設管理

が非効率となっています。

○ これら施設の多くは昭和40年代から昭和50年代にかけて築造されており、近い将来、一斉に更新時期が到来す

るため、更新時期の平準化を図る必要があります。

○ 将来的に水道需要の減少傾向が見込まれる中、都営一元化の経緯や給水規模等を考慮したうえで、施設や管路

の整備を検討する必要があります。

○ また、令和元（2019）年10月の台風19号では、記録的な豪雨により山間部の河川沿い道路が崩落し、埋設され

ていた水道管が損傷して断水が発生しました。

〇 多摩地区の山間部は、地形的な制約から送配水管が一系統のみとなっており、バックアップルートの確保が困

難です。このため、風水害等で水道施設が損傷した場合、断水が長期化する可能性があります。

１（３） 多摩地区水道の再構築
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目指すべき姿

○ 市町域にとらわれない合理的かつ適切な配水区域に再編され、配水区域に応じた施設に再構築が図られています。

○ 給水所等からの配水本管が二系統化され、ネットワーク化及び隣接区域を結ぶ連絡管が整備されており、事故や

施設更新時等でも断水を回避することが可能となっています。

○ 水道施設（取水施設、浄水所、給配水所、導送配水管等）において風水害対策が実施され、発災時においても各

施設が運転を継続し、可能な限り給水が確保されています。

取組の方向性

○ 各エリアの地域特性に合わせて配水区域を再編するとともに、配水区域の拠点となる浄水所・給水所等を整備

（新設・拡充）し、施設を統廃合します。

○ 配水区域内における配水管網を整備するとともに、隣接区域と連絡する管路を整備します。

○ 取組の実施に当たっては、施設の老朽度、重要度等を勘案して優先順位付けを行うとともに、施設の更新期間

を約90年に設定し、実施していきます。

○ 風水害リスクの高い箇所について、取水施設の改良、膜ろ過処理の導入、管路の耐震継手化、基幹的送水管等

の二系統化、配水池水位の遠隔監視、河川横断管の伏越し化※等の対策を順次実施していきます。

１（３） 多摩地区水道の再構築
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※河川横断管の伏越し化…水管橋など河川上を横断している管を地中化すること



【①多摩川上流地域(山間部)】

・高低差及び起伏が多い地形に
合わせた小規模な配水区域への再編

・浄水処理の変更（膜ろ過設備の導入）
・隣接する配水区域とのバックアップ
の強化

・風水害対策の強化

【②多摩川左岸西部地域(傾斜のある市街地)】

・一方向に傾斜のある地形に合わせた中規模な配水区域への再編
・浄水処理の変更（膜ろ過設備の導入）
・拠点となる浄・給水所等を整備

取組例[１/３]

○ 多摩地区を山間部や市街地など４つのエリア

に分けて、それぞれの地域特性に合わせた整備

を実施していきます。

多摩川

【④多摩川右岸地域(起伏のある丘陵地)】
・起伏に合わせた中規模な配水区域に再編
・拠点となる浄・給水所等を整備

【③多摩川左岸東部地域(平坦な市街地)】
・平坦な地形に合わせた大規模な配水区域への再編
・拠点となる浄・給水所等を整備

１（３） 多摩地区水道の再構築
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都営水道26市町
市営・村営水道

浄水所等の主な水道施設
浄水所 71施設
給水所 35施設



取組例[２/３]

○ 水源や地形、地盤の高低差、給水件数などの地域特性を踏まえて施設の統廃合等を行い、合理的かつ適切な

配水区域に再編します。

○ 配水区域内における配水管網を整備するとともに、隣接区域と連絡する管路を整備します。

浄・給水所等

配水本管

拠点となる
浄・給水所等

配水本管

隣接区域との
連絡管

再
構
築
後

・市町域内で設定された配水区域が多い

・給水所等からの配水本管が一系統で、

ネットワーク化がされておらず、

事故等が発生した場合、広範囲に断水

・市町域にとらわれない合理的かつ適切な配水区域に再編

・給水所等からの配水本管が二系統化され、ネットワーク

化及び隣接区域を結ぶ連絡管が整備がされており、事故

や更新時等でも断水を回避可能

１（３） 多摩地区水道の再構築
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Ｃ町
Ｄ市

Ｂ市Ａ市 市町境

Ｃ町
Ｄ市

市町境 Ｂ市Ａ市



取組例[３/３]

１（３） 多摩地区水道の再構築
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○ 風水害リスクの高い箇所を優先順位付けし、順次対策を進めていきます。

【具体的な取組例】

・取水施設では、スクリーンの設置等により土砂による目詰まりを防止します。

・浄水所では、膜ろ過処理の導入等により可能な限り浄水処理を継続します。

・給配水所では、一定規模の配水池の水位を遠隔で監視し、運用状況を常時把握します。

・導送配水管は、損傷しにくい耐震継手管に取り替えるとともに、基幹的な送水管等については二系統化を行い、

断水リスクを低減します。

○ 施設整備による対策に加え、給水車や応急資材の確保等、様々なソフト対策も実施していきます。

対
策
後

道路

水道管

膜ろ過処理の導入等

断水の発生

取水施設の改良

河川

道路崩落による
水道管損傷

管路の耐震継手化
水
位

道路崩落により運用状況
の現地確認が困難

配水所

浄水所
取水堰

水位の遠隔監視

管路の二系統化

土砂流入による
取水不良

高濁度により
浄水処理困難

浄水所・配水所



○ 市町の区域にとらわれない合理的かつ適切な配水区域に再編する考え方は重要である。

○ 多摩地区は、人口減少や高齢化が進んでいることが喫緊の課題となっている。人口減少だけではなく、高齢化

も使用水量が減るため、今後の水道需要の予測がとても重要になる。それを見込んだ上で地域別の方向性に基づ

き、施設をダウンサイジングしていく必要がある。

○ 水質低下や老朽化が見られる井戸は、有事に活用する道を残しつつも、効率的に見直すことが必要である。

外部有識者の意見

１（３） 多摩地区水道の再構築
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１ 施設整備の優先順位を明確にすべきである。

【対応１】耐震性の有無、安定給水に必要な配水池容量、施設の劣化度を考慮し、更新の優先度を決定します。そ

の上で、更新時のバックアップルートの有無や部分的な停止の可否等を踏まえ、再編後の配水区域において拠

点となる浄水所、給水所等の整備順位を決定します。

２ 配水管網を効率的な給水ができるように再編する方向性に賛成である。

【対応２】多摩地区を山間部や市街地など４つのエリアに分けて、それぞれの地域特性に合わせた整備を実施して

いきます。

パブリックコメント（都民等）の意見[１/２]



１（３） 多摩地区水道の再構築
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３ 地下水は、①水質が良好、➁最も身近で手軽、③冬暖かく夏冷たい、という特性があり、最高の水道水源であ

る。多摩地区で使用してきた地下水源を正規の水源として位置付け、認可水源として届け出るとともに、都の水

道水源としてカウントすること。 現在停止している井戸は、早急に改修して稼働できるようにすること。 水質

汚染で停止している井戸は発生源を把握し、その排除に努めること。極力小規模で運用できるようにすること。

【対応３】多摩地区の井戸水源は、身近にある貴重な水源として、適切に活用するとともに、災害や事故時の備えと

しても重要であると認識していますが、地盤沈下や水質の面から、将来にわたる安定的な水源に位置付けること

は困難です。多摩地区においては、有機フッ素化合物（ＰＦＯＳ及びＰＦＯＡ）や、有機塩素化合物（トリクロ

ロエチレン等）の濃度が高い井戸もあり、除去設備が設置可能な場合は、これを設置して浄水処理を行っていま

すが、それ以外のものは、使用停止しています。

また、市町営水道時代に整備された井戸が多くを占め、設備の老朽化が進行しています。このため、施設の適

切な維持管理を行いつつ、今後の多摩地区の井戸の活用について検討していきます。

パブリックコメント（都民等）の意見[２/２]



現状・課題

○ 1960年代から、外部衝撃に弱い鋳鉄管等を、粘り強く強度の高いダクタイル鋳鉄管へ順次更新しており、更新工

事はほぼ完了していますが、交通量が多い交差点など取替困難箇所に布設年度が古い管路が点在しています。

○ 首都直下地震等の切迫性が指摘される中、現在は、重要施設への供給ルートの耐震継手化を推進しています。

今後は、断水被害の一層効果的な軽減に向け、優先順位の更なる明確化を行っていく必要があります。

○ 重点的な耐震継手化の完了後は、管路の劣化状況を踏まえた更新を計画的に実施していく必要があります。

目指すべき姿

○ 重点的な耐震継手化の完了により、震災時の断水被害が低減しています。

○ 取替困難箇所に点在する、布設年度が古い管路の更新が完了しています。

○ 供用年数を踏まえた計画的な管路の更新が行われています。

１（４） 管路の更新

取組の方向性

○ 現在進めている重要施設への供給ルートの耐震継手化は、完了年度を３年前倒しするとともに、取替困難箇所に

点在する老朽管を集中的に更新し、いずれも令和４（2022）年度までに完了します。

○ また、地震被害想定が大きい地域の耐震継手化を推進し、断水率50パーセントを超える地域を令和10（2028）年

度までに解消します。

○ その後は、水道管の耐久性の分析により設定した供用年数に基づき、順次管路を更新していきます。
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取組例[１/６]

○ 配水管の管理延長は、約27,000キロメートルに及ぶことから、全ての管路の更新には、長期にわたり多額の経

費を要します。

○ そこで、震災時の断水被害を効果的に軽減するため、現在は、震災時において指揮命令を行う首都中枢機関や

救命救助を行う医療機関など「重要施設への供給ルートの耐震継手化」を推進しています。

○ しかし、首都直下地震等の切迫性が指摘される中、優先順位の更なる明確化を図り、耐震継手化を行う必要が

あります。

【首都直下地震等への備え】

１（４） 管路の更新

5050

断水率（％）
60-
40-60
20-40
5-20
0-5

東京水道以外の
水道事業体

首都直下地震における断水率の想定

「首都直下地震等による東京の被害想定」（東京都防災会議）を基に作成

〈東京湾北部地震(Ｍ7.3)〉 〈多摩直下地震(Ｍ7.3)〉



○ 水道管路は、粘り強く強度の高いダクタイル鋳鉄管への取替えがほぼ完了していますが、取替困難箇所に布設

年度が古く、漏水発生のおそれがある管路が点在しています。

○ このような管路からの漏水は、道路陥没や建物浸水などの二次被害の発生も懸念されることから、取替困難箇

所における鋳鉄管等を早急に解消していく必要があります。

取組例[２/６]

他のライフライン管路

水
道
管

耐震継手管本格採用

ダクタイル鋳鉄管本格採用

ダクタイル化率

耐震継手率

ダクタイル化率
99.8%

(％)
100

0

耐震継手率
44％

S35
(1960)

H10
(1998)

H30
(2018)

※取替困難管
埋設物が輻輳する箇所や、交通量が多い
交差点等に残存するダクタイル製以外の
鋳鉄管及び布設年度の古い鋼管

埋設物が輻輳している例

【取替困難管※の更新】

１（４） 管路の更新
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取組例[３/６]

○ 現行の管路更新は、法定耐用年数の40年を目安に実施していますが、ダクタイル鋳鉄管は40年以上の耐久性を

有しています。

○ ダクタイル鋳鉄管が劣化する主な原因のうち、定量的に検証が可能な管体の孔食に着目し、これまで蓄積して

きた管路データを用いて劣化予測を行い、ダクタイル鋳鉄管の供用年数を設定しました。

○ 供用年数は、学識経験者から妥当であるとの評価を得ており、管路データの更なる蓄積に努め、劣化予測の精

度を上げていきます。

【ダクタイル鋳鉄管の供用年数の設定】

ポリエチレンスリーブ

ポリエチレンスリーブ
を被覆した管路

ダクタイル鋳鉄管の供用年数

管を錆びにくくするため、昭和58（1983）年から管
の外面にポリエチレンのスリーブを被覆している。

区分
ポリエチレン
スリーブ無

ポリエチレン
スリーブ有

配水小管 50～80年 約80年

配水本管 60～90年 約90年

１（４） 管路の更新
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取組例[４/６]

○ 配水小管は、重要施設への供給ルートの耐震継手化を進め、令和４（2022）年度までに完了させるとともに、

取替優先地域※の耐震継手化を重点的に実施し、令和10（2028）年度までに解消します。

○ 配水本管は、経過年数や管体の老朽具合等を踏まえて耐震継手化を進めていきます。

○ 取替困難管は、漏水発生の際の影響度が大きい路線について優先度を定め着実に更新していきます。

○ 重点的な耐震継手化の完了後は、これまでに蓄積してきた管路のデータに基づく劣化予測により設定した供用

年数を踏まえ、計画的に更新（耐震継手化）していきます。

【管路更新の進め方】

年間事業量年間事業量

重要施設への供給ルート
の耐震継手化

取替優先地域の解消

供用年数を踏まえた更新

R4(2022)年度 R10(2028)年度

取替困難管の更新

重点的な耐震継手化

供用年数を踏まえ
管路更新を計画的に実施

小管 約350 ㎞
本管 約 21 ㎞

年間事業量

計 約371 ㎞
小管 約350 ㎞
本管 約 21 ㎞

小管 約280 ㎞
本管 約 22 ㎞

計 約302 ㎞計 約371 ㎞

１（４） 管路の更新

※取替優先地域…都の被害想定で震災時の断水率が50％を超える地域
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取組例[５/６]

○ 供用年数内で財政負担と施工体制等を勘案し、事業量を平準化して計画的に更新していきます。

○ 現在の年間事業量は約350㎞ですが、供用年数を踏まえた更新では年間事業量は約280㎞となる見込みです。

【管路の計画的な更新（配水小管）】

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 112017
以前

2028
|

2032

2063
|

2067

2018
|

2022

2023
|

2027

約280㎞/年約350㎞/年

1,500

1,000

500

2,000

2,500

（km）

事
業
量

1 2 3 4 5 6 7 8 9 102017
以前

2028
|

2032

2058
|

2062

2018
|

2022

2023
|

2027

耐震継手化

約350㎞/年

５年間の事業量

1,500

1,000

500

2,000

2,500

（km）

事
業
量

10,504km

耐震継手化完了耐震継手化完了

耐震継手管

ダクタイル管（非耐震継手）

ダクタイル管（非耐震継手　ポリエチレンスリーブ無　取替優先度高）

ダクタイル管（非耐震継手　ポリエチレンスリーブ有）

次期更新

重要施設への供給ルートの耐震継手化

取替優先地域の解消

取替困難管の更新

【現在の耐震継手化の事業量を維持】

現在の年間事業量約350㎞

【供用年数を踏まえた更新】

年間事業量約280kmで更新
約70㎞抑制

１（４） 管路の更新
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供用年数を踏まえた更新
耐震継手化



取組例[６/６]

１（４） 管路の更新

○ 供用年数内で財政負担と施工体制等を勘案し、事業量を平準化して計画的に更新していきます。

○ 配水本管は配水管ネットワークの骨格であるため、重点的に整備を進めていく必要があります。

○ 現在の年間事業量は約16㎞ですが、供用年数を踏まえた更新では年間事業量は約22㎞となる見込みです。

【管路の計画的な更新（配水本管）】

【現在の耐震継手化の事業量を維持】

現在の年間事業量約16㎞

【供用年数を踏まえた更新】

年間事業量約22kmで更新
約6㎞増加

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 151 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 2017
以前

2028
|

2032

2018
|

2022

2023
|

2027

2083
|

2087

（km）

事
業
量

150

100

50

200

250

約22㎞/年約21㎞/年

1,059km

2017
以前

2028
|

2032

2018
|

2022

2023
|

2027

2108
|

2111

約16㎞/年

耐震継手化

（km）

事
業
量

150

100

50

200

250

５年間の事業量

耐震継手化完了耐震継手化完了

耐震継手管

ダクタイル管（非耐震継手）

ダクタイル管（非耐震継手　ポリエチレンスリーブ無　取替優先度高）

ダクタイル管（非耐震継手　ポリエチレンスリーブ有）

次期更新

取替困難管の更新

供用年数を踏まえた更新
耐震継手化
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○ 管路の老朽化対策は、規模、予算、優先順位を明らかにして計画的に進めるべきである。

○ 管路の更新の年数を実際の耐用年数に合わせていくことは適切である。

○ 新たな物理的耐用年数（供用年数）の設定は、施設の確実性等に関して、厳格な検討を行った上で行うことが

前提条件である。

○ 都だけでデータ解析を行うのは限界がある。日本ダクタイル鉄管協会や日本水道協会とも連携しつつ、より多

くのデータで確かな将来予測を行うことが、将来の財政運営においてもより確度が高くなる。

○ 管工事業界の顧客が水道局だけという閉じた関係のため、発注する側の行動がマーケットそのものになり、産

業の方向性を誘導できてしまう。特にマーケットがしぼんでいく中においては、長期的にみて持続する事業者と

なってもらうよう、発注側が意図して行動していくべきである。

○ 本管の年間更新事業量を増やした場合に、それをやり遂げられる業者の規模数が若干厳しい。今後のニーズに

対応した企業をどうやって作っていくか、多少誘導することも考えないと、管工事業界は細っていく。

外部有識者の意見

１（４） 管路の更新
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１ 供用年数については、法定耐用年数と大きな差がある。国に法律改正を働き掛けてはどうか。

【対応１】管路の供用年数は、地盤等の布設環境によって差が生じることから、一律に定めるものではないと考え

ています。法定耐用年数とは性質の異なるものであり、法律改正等を働き掛けるものではないと考えておりま

す。

２ 供用年数に関する知見などを、全国の中小水道事業体に広める取組も行っていくべき。

【対応２】現在は、管路データの更なる蓄積に努め、劣化予測の精度を上げているところです。今後、更なる精度

向上を図った上で、得られた知見について、適宜、情報提供を行っていきます。

３ 管路の腐食原因は、孔食だけではない。他の要因についても検証していくべき。

【対応３】引き続き、管路データの更なる蓄積に努め、劣化予測の精度を上げていきます。（52頁記載のとおり）

４ 漏水率は今後変わっていくのか。

【対応４】今後も、継続して漏水調査や水道管の計画的な取替え等の漏水防止対策に取り組み、漏水の早期発見や

予防保全に努めるなど、低漏水率を維持していきます。

５ 2040年度末の耐震率はどのようになるのか。また、耐震率が上がることで、どのような効果があるのか。

【対応５】現在の耐震継手率は約４割であり、2040年度末には約７割に向上すると見込んでいます。耐震継手率が

上昇することで、震災時の断水被害が広範囲にわたる地域が大幅に減少するとともに、断水箇所が限定される

ことで復旧日数が短縮できることを見込んでいます。

１（４） 管路の更新
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パブリックコメント（都民等）の意見[１/３]



６ インフラの改修工事への予算を、厚生労働省にも働きかけ勝ち取れるようお願いしたい。

【対応６】事業を行うに当たって、国の補助要綱に合致する場合は、国庫補助金の要望を行っています。

７ 家庭内の支管については未だ鉛管が残っていると考えられる。できるだけ早期に更新されるよう、広報、補助

措置等の支援を検討してほしい。

【対応７】お客さまが管理している宅地内メータから蛇口までの鉛製給水管は、お客さま負担で取替えていただく

ことになっています。鉛製給水管の取替えに関する情報は、ホームページ等での広報を検討していきます。

なお、配水管から宅地内メータまでの鉛製給水管は、お客さまのご協力のもと、平成18（2006）年度末に概

ね解消されています。

８ 老朽化した水道管の更新に当たっては、期限を区切って税で補てんしてはどうか。

９ 都は税収が高く、たくさんの人々が暮らす。都知事の海外視察等を減らし、水道管の交換やメンテナンスに充

てるようお願いしたい。

【対応８・９】水道事業は、料金収入で事業費を賄うことを前提としており、一般会計が水道事業に対して負担す

る経費は、総務省が定める繰出基準で定められています。

10 道路は、震災直後から発生する緊急輸送を円滑に行うため、緊急輸送道路を設定している。水道管についても

破損しないメインの水道管ルートを定めるべきではないか。

【対応10】導水施設の二重化、送水管の二重化・ネットワーク化、給水所の新設・拡充、配水管の耐震継手化など

の事業を進めています。引き続き、震災が発生した際、広域的に断水が発生しないよう整備を進めています。

１（４） 管路の更新
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パブリックコメント（都民等）の意見[２/３]



11 令和10（2028）年度をもって耐震継手化をやめてしまうように見える。耐震継手化は継続していくことが分か

る表記にすべき。

【対応11】令和11（2029）年度以降は、水道管の耐久性の分析により設定した供用年数に基づき順次管路を更新し

ていきますが、更新には耐震継手管を採用することから、耐震継手化を推進していくことになります。

１（４） 管路の更新
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パブリックコメント（都民等）の意見[３/３]



現状・課題

○ 水道局は、震災対策を最重要課題の一つと位置付け、予防対策及び発災後の応急対策活動について、ハード・

ソフトの両面から地震に強い水道の構築を進めていますが、ハード面の取組である水道施設の耐震化は長期にわ

たり多額の経費を要します。

○ 浸水対策は、年超過確率1/200の降雨等を想定した対策は完了していますが、国は、年超過確率1/1000程度の降

雨を想定した対策をハード面で講じるのは非現実的との認識を持っています。

○ 首都直下地震の想定では、最大死者は１万人、帰宅困難者は約517万人と予測されるなど、東京で大規模災害が

発生した際は、甚大な被害が生じる可能性がありますが、水道局のみで行う対応には、限界があります。

目指すべき姿

○ 大規模な震災や風水害が発生しても、水道施設の被害は最小限に抑えられ、災害時に必要な水を確保していま

す。

○ 大規模な災害が発生しても、広域的な受援体制が構築されており、発災直後の混乱が軽減しています。

取組の方向性

○ 浄水施設や配水施設、管路の耐震化を可能な限り前倒して実施します。

○ 浸水対策については、個々の施設における対策には限界があるため、送配水ネットワークの構築によるバック

アップ機能の更なる強化等により、可能な限り給水を確保します。

○ 受援体制を着実に機能させる取組を行うとともに、災害発生初期の応急給水体制を強化する取組を実施します。

１（５） 災害対策
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取組例[１/３]

○ 浄水場・配水施設の耐震化

・浄水施設の主要構造物の耐震施設率は、令和12（2030）年度までに100％にします。

・配水池の耐震施設率は、令和７（2025）年度までに99％にします。

○ 管路の耐震化

・配水小管は、重要施設への供給ルートの耐震継手化を進め、令和４（2022）年度までに完了させるとともに、

取替優先地域の耐震継手化を重点的に実施し、令和10（2028）年度までに取替優先地域を解消します。

・配水本管は、経過年数や管体の老朽具合等を踏まえて耐震継手化を進めていきます。

・大規模な震災が発生した場合の復旧日数は、令和22（2040）年度末に14日程度となる見込みです。

○ 浸水対策

・施設への防水扉や止水板の設置など、年超過確率1/200の降雨等を想定した対策は完了しています。

・年超過確率1/1000の降雨等については、個々の施設における浸水対策には限界があるため、送配水管の新設や

耐震継手管への取替え、配水池の整備などを進め、送配水ネットワークによるバックアップ機能の更なる強化

等により、可能な限り給水の確保を図ります。

補強前 補強後

＜浄水施設の耐震化＞
（沈殿池内部の柱補強）

止水板防水扉

＜浸水対策＞
（整備例）

１（５） 災害対策
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取組例[２/３]

○ 災害対策におけるソフト対策

・様々な脅威に対する組織・職員の危機対応力を強化することを目的に、年間を通じて網羅的な訓練を実施し、

ＰＤＣＡサイクルを着実に実践するなど、東京水道危機対応力強化計画を適切に運用していきます。

・広域的な受援体制を着実に機能させるため、関係都市との受援訓練の実施や、東京水道災害救援隊（東京

ウォーターレスキュー）の被災地での活動経験を生かし、救援隊の受入れを混乱なく迅速に行います。

・災害により断水が発生した際には、人命に関わる医療機関等に対して、機動的に応急給水を行うことが必要

であるため、給水車を活用して、応急給水体制を強化していきます。

〈漏水を修繕する応急復旧訓練〉

自然災害、テロ、新興感染症、突発事故などを
想定した訓練を年間約５００回実施

〈給水車から医療機関への応急給水〉

１（５） 災害対策
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東北地方の

救援部隊

静岡県

栃木県山梨県

茨城県

：中継候補地

〈広域的な受援体制〉

関西・中国・四国

地方の救援部隊

広島



取組例[３/３]

【風水害対策】

○ 令和元（2019）年の台風15号や19号等の影響により、都内でも相次いで風水害が発生しました。水道局では、

道路崩落に伴う水道管の損傷や取水施設の損傷により、奥多摩町と日の出町で断水が発生しました。

○ 気候変動に伴う台風の大型化などにより、全国各地で風水害が発生する頻度が増えています。今回の台風で得

られた教訓をもとに、風水害についても対策を進め、被害の軽減と安定給水に努めていきます。

１（５） 災害対策

ハード対策

初 動 体 制

応 急 給 水

情 報 収 集

広 報

山間部の導送水管が一系統
取水施設への土砂流入や原水濁度の上昇 など

被害に応じた復旧体制の確保 など

給水車不足時の水道局所有給水車以外の活用
被害に応じた応急給水体制の確保 など

外国人に対して迅速に情報発信ができていない
ホームページにアクセスが集中し、表示速度が低下 など

被災自治体との連携
複数の関係機関から問合せがあった など

＜視点＞ ＜主な課題＞ ＜取組の方向性＞

導送水管の多系統化や取水施設の改良
を検討 など

震災応急対策計画を見直し など

民間所有給水車の活用や給水車の機動
的配置のためのシミュレーションを含
む稼動体制の検討 など

現地対策本部の設置や、事項ごとに情
報伝達ルートを確立 など

ＨＰを英語とやさしい日本語による表
記にし、容量を軽くする など
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○ 日本の水道事業者が被災した際、すぐに助けに行ける救援隊の体制は非常に心強い。逆に、都で災害が起こっ

た場合には、全国から助けていただかないと、とてもじゃないけれども足りないと思う。

○ 東京の独特の事情として、タワー型のマンションをはじめ、非常に人口密度が高い。給水車や貯水槽などをフ

ル活動しても混乱に陥るのではないかと思う。いろいろな場所に給水拠点を設けられるように考えてほしい。

○ 震災時に水道管の復旧を速やかに行うためには、管路の位置を容易に特定する必要がある。管路を三次元の座

標で管理することを検討してほしい。

外部有識者の意見

１（５） 災害対策
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１ 災害発生時、インターネットを活用して断水状況を視覚的にわかりやすく住民に提供することが重要。

【対応１】災害時における断水状況は、令和２（2020）年５月から新たに地図情報として提供しています。

２ 災害発生時は、断水状況の周知に加え、どこに行けば水が手に入るかなどの応急給水に関する情報も重要。

【対応２】スマートフォンの位置情報機能を活用し、災害時給水ステーションまでの経路案内を行うなど、応急給

水情報を迅速にお知らせできるアプリの検討を進めていきます。

パブリックコメント（都民等）の意見[１/２]



１（５） 災害対策
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３ 都や区市町村の防災計画と連携し、災害時の給水拠点を定め、万が一の際は迅速に給水できるようにシミュ

レーション及び訓練に励んでいただきたい。今後とも、区市町村の防災訓練では、被害を想定し、連携した給水

訓練を願う。

【対応３】様々な脅威に対する組織・職員の危機対応力を強化することを目的に、年間を通じて自然災害、テロ、

新興感染症、突発事故などを想定した網羅的な訓練を実施しています。ＰＤＣＡサイクルを着実に実践し、有

事の際に迅速に給水できるよう努めていきます。

４ 防災対策は、どこまで行うかの適正なラインが見えにくい。過度な防災対策は料金高騰の要因にもなり得る。

一番の防災対策は、東京一極集中と、それを担う東京都水道事業の大規模化。本来、基礎自治体の事務として、

適正規模を見極めるべき。そうした意味では、23区域外（多摩など）を都の水道システムに組み込んだことにも

疑義がある。

【対応４】特別区は、基礎的自治体である「市町村」に準じるものとされ、「市」の所掌する行政事務に準じた行

政権限が付与されていますが、特別区の水道事業は、地方自治法及び水道法の規定により、人口が高度に集中

する大都市地域における行政の一体性及び統一性の確保の観点から、水道局が一体的に行っています。

多摩地区は、かつて各市町が独自に水道事業を経営していましたが、昭和30年代後半以降の急激な人口増加

等を背景とした深刻な水源不足、給水普及率、料金水準や水道施設の整備状況等の格差を是正するため、市町

の要望に基づき、都営水道への一元化を行ってきました。

水道局では、災害が発生しても水道施設の被害を最小限に抑え、給水を可能な限り確保するため、ハード・

ソフト両面にわたる災害対策を進めています。

パブリックコメント（都民等）の意見[２/２]



現状・課題

○ 利根川水系の全ての浄水場（金町、三郷、朝霞、三園、東村山）では、かび臭やカルキ臭等の対策として、高

度浄水処理（オゾン処理と生物活性炭吸着処理）の導入が完了しています。

○ 多摩川水系の浄水場は、水質が良好のため、急速ろ過方式で浄水処理をし、かび臭の対策として、粉末活性炭

で処理を行っています。また、山間部の施設では、クリプトスポリジウムを完全に除去できる膜ろ過設備を導入

しています。

○ 気候変動による原水水質への影響が懸念されるとともに、火山降灰など異物混入対策が課題となっています。

目指すべき姿
○ 無降水日数の増加等による原水pH（ピーエイチ）の変動や、急激な降雨による濁度の上昇など、気候変動に伴

うリスクに対して、新たな技術の導入等により、浄水処理が適切に行われています。

○ 施設の更新に合わせて沈殿池などの覆蓋化が行われており、火山降灰だけではなく、テロにおける異物混入に

対しても対策を講じています。

取組の方向性

○ 原水pHの上昇への対応のため、高塩基度PAC（ポリ塩化アルミニウム）を順次導入します。また、急激な濁度上

昇の頻度が増えることに対して、高分子凝集剤の導入を検討していきます。

○ 利根川水系は、高度浄水処理を維持します。多摩川水系は、微粉末活性炭の導入を検討していくとともに、原

水水質が極端に悪化し、利根川水系と同程度となった場合は、高度浄水処理の導入も検討していきます。

○ 施設の更新に合わせて、沈殿池などの覆蓋化を進めていきます。

１（６） 水質・水源対策
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取組例[１/４]

○ 浄水処理過程における高度浄水処理・砂ろ過処理の技術は、おおむね確立されています。

○ 凝集沈殿処理は、時間を要する処理であり、施設も浄水場内で大きな面積を占有しています。

○ 原水水質の変化へ適切に対応するため、凝集沈殿処理へ新たな技術を導入していきます。

高度浄水処理
（オゾン+生物活性炭）凝集沈殿処理原水 砂ろ過処理

【導入予定の技術②】

■ 高分子凝集剤（ポリアクリルアミド）の導入検討
ポリ塩化アルミニウム（PAC）の凝集性を高める
ための補助剤として、高分子凝集剤を使用し、
濁りの沈殿速度を向上（平成30年度末、日本水道協
会で規格化された技術）

PACのみ PACと高分子凝集剤高塩基度PAC導入前後の年間薬品コスト比較（概算）

【導入予定の技術①】

■ 高塩基度PACの導入
通常のPACはpH7前後の一定の範囲で凝集性をもっ
とも発揮するが、高塩基度PACはその範囲を超えて
も凝集し、維持管理がしやすい上、pH調整の薬品
のコストを２割程度削減可能

0

400

800

1,200

1,600

2,000

高塩基度PAC導入前 高塩基度PAC導入後

[百万円]

１（６） 水質・水源対策
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取組例[２/４]

○ 現状：ポリ塩化アルミニウム（PAC）を用いた凝集沈殿処理

濁り粒子

高塩基度PAC
高度浄水処理

（又は砂ろ過処理）
原水

原水が流入
高塩基度PACと
高分子凝集剤を添加 濁りが凝集 濁りが沈殿

高分子凝集剤

濁り粒子

原水が流入 PACを添加 濁りが凝集 濁りが沈殿

PAC
高度浄水処理

（又は砂ろ過処理）
原水

pH7（中性）に調整

pH 約7.0

pH 約7.5

pH7.5まで
調整不要

凝集沈殿処理に要する

時間短縮

○ 今後導入予定の技術：高塩基度PACと高分子凝集剤を用いた凝集沈殿処理

浄水処理時間

の短縮

１（６） 水質・水源対策

（沈殿池の

省スペース化）
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② 貯水池の循環の減少

③ 害虫の増加に伴う農薬散布量の増大

④ 水道水の配水過程での残留塩素消費量の増大

⑤ 水道水の配水過程でのトリハロメタン生成量の増大

⑥ 無降水日数の増加、降雪量の減少に伴う原水pHの上昇

⑦ 短時間強雨回数の増加による原水の急激な濁度上昇の頻度増

⑧ 火山噴火に伴う降灰による異物等の混入

気温の上昇
（水温の上昇）

降水量の変化

火山噴火など

高度浄水処理
粉末活性炭処理等

凝集沈殿処理に新
たな技術を導入

沈殿池等の覆蓋化

○ 日本は、世界平均よりも速い速度で気温が上昇しています(約1.15℃/100年)（出典：「ＩＰＣＣ第５次評価報告書の概要」環境省・2014年）

○ １時間50ミリメートル以上の短時間強雨の発生回数は増加傾向である一方、無降水日数も増えているな

ど、雨の降り方が極端になっています。（出典：「日本の気候変動とその影響」環境省、文部科学省、農林水産省、国土交通省、気象庁・2018年）

取組例[３/４]

① 水温上昇に伴う藍藻類の活発化によるかび臭の増加

１（６） 水質・水源対策
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取組例[４/４]

○ 原水水質の変化への対応

区分 利根川水系 多摩川水系

沈殿

処理

・原水pHの上昇への対応のため、高塩基度PACを順次導入（施設整備が不要）

・急激な濁度上昇の頻度増への対応のため、高分子凝集剤の導入を検討

高度

浄水

処理

・水温上昇に伴うかび臭の増加や農薬散布量の増

大などの水質悪化に対応するため、施設更新時

も高度浄水処理を維持

・高濃度かび臭への対応のため、施設の更新・整

備に併せて微粉末活性炭等の導入を検討

・今後、水温上昇に伴うかび臭の増加に加え、農

薬散布量の増大などで、原水水質が極端に悪化

する場合は、高度浄水処理の導入も検討

○ 異物混入対策

・火山降灰やその他の異物混入対策のため、施設の更新に合わせて沈殿池などを覆蓋化

１（６） 水質・水源対策
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○ 水質基準は度々見直しが行われ、厳しくなっている。今後どのように厳しくなるのか、専門家でも先が読めな

い。先行投資をしつつ、海外の事例も見ながら、処理方法や水源の保護を検討していただきたい。

○ 気温の上昇に伴い、色々な状況が想定される。水質管理は水道の根幹である。新技術の導入も含め、しっかり

と取り組んでいただきたい。

○ 新しい技術の導入に当たっては、費用対効果を十分見極めるべきである。

○ コストパフォーマンスの話もあるが、急激な気候変動や水質変化に対応できるよう、ある程度安全性を持って

取り組んでいただきたい。

○ 多摩川水系の臭気について、将来的に高度な処理を入れることも考えながら対策を検討してほしい。

○ 高分子凝集剤はよい取組であり、都が新しい知見を出すべき。高塩基度PACは供給会社が限られており、供給

の安定性やサプライチェーンの情報収集を行うべき。

○ 原水は東京だけの問題ではない。河川の水質向上に向け、都が提言や発信していくように希望する。

外部有識者の意見

１（６） 水質・水源対策
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１ 浄水場の更新に際しては、高分子凝集剤の使用に向けた取組を進めてもらいたい。

【対応１】原水水質の変化へ適切に対応するため、高分子凝集剤の導入を検討していきます。

２ 高分子凝集剤の使用に関しては、影響を十分に調査した上で、導入の可否を判断すべき。

【対応２】高分子凝集剤については、公益社団法人日本水道協会が「水道用ポリアクリルアミド」として薬品の

規格を設けているとともに、海外では多くの導入事例がみられます。また、導入にあたっては調査実験を実

施し、その効果や影響について検討を行います。

３ 東京の自己水源である多摩川の浄化を推進し、現在休止中である玉川浄水場について、浄水場としての機能

を再開すること。

【対応３】原水水質や浄水処理技術の課題などを踏まえ、検討していきます。

４ 都民の安全・安心を第一に考え、化学物質をはじめとする水質事故に対して、万全な対応を講じるべき。

【対応４】あらゆる水質事故を想定した事故発生時の対応措置をまとめた「水安全計画」を策定しています。計

画の実効性を高めるため、事故とその対応事例を国内外から収集し、計画に反映させるとともに、毎年訓練

を実施しています。

１（６） 水質・水源対策
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パブリックコメント（都民等）の意見[１/３]



５ 水質等（特に感染症）への言及が少ないような印象を受けた。しかし、水道の目的は、人口が集中し感染症が

発生しやすい都市において、清廉な水を供給することによって、特に水系の感染症を防ぎ、公衆衛生を確保する

ことである。安全な水道水があることで、うがい、手洗い、歯磨き、調理、入浴などにおける衛生確保に役立っ

ているはず。効率的な財政運営などは目下の対応事項ではあるが、水道事業では公衆衛生の確保が「一丁目一番

地」であることを、確認していただきたい。

【対応５】水道は、水道法で清浄にして豊富低廉な水の供給を図り、公衆衛生の向上と生活環境の改善とに寄与す

るものとされ、水系の感染症の防止もこの中に含まれています。また、水道事業を担う地方公営企業は、地方

公営企業法で「常に企業の経済性を発揮するとともに、その本来の目的である公共の福祉を増進するように運

営されなければならない」と規定されています。

水道局では、それぞれの法に基づき、公共性と効率性の両立を図り、東京水道を取り巻く状況の変化も踏ま

え、東京水道グループの総力を挙げて持続可能な東京水道の実現に取り組み、将来にわたり、水道水の安定供

給に努めていきます。

６ 福島第一原子力発電所の事故による水道水への放射性物質の混入で苦労をしたことの記載も行うべき。

【対応10】本構想は、2040年代を視野に、おおむね20年間の事業運営について示したものです。そのため、平成23

（2011）年に福島第一原子力発電所で発生した事故に伴う水道局の対応は、本構想では触れていません。

１（６） 水質・水源対策
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パブリックコメント（都民等）の意見[２/３]



７ 平成23（2011）年以降、放射性物質を高度浄水処理によって90％近く浄水汚濁として除去できていると思うが、

一部残存しているはず。広く周知してほしい。

８ 現在、放射能の問題があまり伝えられていないが、汚染は深刻なものと考える。今後は放射能の汚染について

どのように対応していくのか。

【対応７・８】水質は、水道法に基づく水質基準に適合することが求められており、水道局では常に水質を良好に

保つよう浄水処理を行っています。また、水源河川の実態把握と水質異常の早期発見のため、水質試験車を使っ

た定期パトロールを実施するとともに、都内131か所に設けた給水栓で、残留塩素などを常時監視し、定期的に

精密検査を行い、水道水の安全を何重にも確認しています。

放射性物質（放射性ヨウ素、放射性セシウム）は毎日測定しており、水道水及び原水からは検出されていませ

ん。測定結果はホームページで公表しています。

９ 有機フッ素化合物は50ng/Lは高すぎると思う。子供が水道水を飲めなくなるのではないか。変更してほしい。

10 フッ素添加は反対である。量によっては発がん性物質となる。

【対応９・10】国は、令和２（2020）年度から、有機フッ素化合物（ＰＦＯＳ及びＰＦＯＡ）を水質管理目標設定

項目に位置づけ、暫定的な目標値として50ng/Lを設定しました。有機フッ素化合物の有害性は、世界で定まっ

てはいない状況ですが、国は海外で最も低い米国の事例を参考に暫定目標値を定めています。水道局では、全

ての給水栓において、暫定目標値を下回るよう管理しており、今後も継続して実施します。

なお、有機フッ素化合物の動きとフッ素添加は無関係のものであり、また水道局ではフッ素の添加を行って

おりません。

１（６） 水質・水源対策
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パブリックコメント（都民等）の意見[３/３]



現状・課題

○ 多摩川上流域には約45,000ヘクタールの森林が広がり、水道局は約24,000ヘクタールを水道水源林として管理

しています。

○ 森林は、水源かん養機能、土砂流出防止機能、水質浄化機能、生物多様性保全機能など、多面的な機能を有し

ています。

○ 水道局では、森林の良好な状態を維持するため、水道水源林については、間伐や枝打などの森林保全事業、台

風や大雨により発生する崩壊地の復旧、森林管理に必要となる林道などの基盤整備に取り組んできました。

○ 民有林については、購入や多摩川水源森林隊の活動などにより、森林の再生を実施してきました。

○ シカによる食害などにより、森林が持つ水源かん養機能の低下が大きな課題となっているほか、気候変動の影

響、森林の整備を進めるための新たな税制の創設や法律の整備など、森林を取り巻く環境も大きく変化していま

す。

区分 水道水源林 民有林

課題

・シカによる食害やササの一斉枯死に

より、草や低木が消失し、土砂の流

出が懸念される箇所がある。

・購入により管理規模が増加している。

・林業の不振により整備が行き届いていない森林が多く、森林

の持つ機能の低下が懸念される。

・急峻な地形が多く、アクセス路の整備が不十分なため、管理

が困難である。特に、小河内貯水池の周辺では土砂流出が懸

念される。

１（６） 水質・水源対策
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目指すべき姿

○ 水道水源林については、森林が持つ水源かん養などの機能を持続的に発揮させる森づくりを行い、安定した河

川流量の確保と小河内貯水池の保全が図られています。

○ 民有林については、林業経営が継続しており、水源かん養などの機能も向上しています。

取組の方向性

区分 水道水源林 民有林

取組

・庁内の関係局や山梨県とシカ被害対策を継続し

て進めるとともに、連携を強化していきます。

・水道水源林の効率的な管理に加え、あらゆるリ

スクに適切に対応できるよう、管理基盤を整備

するとともに、ＩＣＴを活用し、森林の生育状

況の情報を効率的に把握します。

・水源かん養などの機能の発揮を目的に、森林保

全事業を着実に進めます。

・森林を管理しやすい環境を整えるため、民有林

に対して、水道局の負担による森林整備事業な

どを検討していきます。

・庁内関係局や山梨県とシカ被害対策を継続して

進めるとともに、連携を強化していきます。

・地元市町村と連携して、森林経営管理制度を活

用した森林整備の実施を検討していきます。

１（６） 水質・水源対策
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取組例[１/２]

○ 水道水源林の取組

・水源かん養などの機能の発揮を目的に、間伐、枝打といった森林整備を着実に実施します。

・効率的な管理に加え、あらゆるリスクに適切に対応できるよう、林道、作業道、単軌道（森レール）といった

管理基盤を整備します。

・航空レーザー測量などのＩＣＴを活用し、管理基盤の整備に向けたルート検討や、森林の生育状況の情報を効

率的に把握します。

・庁内関係局や山梨県のシカ捕獲事業への支援を継続するとともに、山梨県と連携した、標高の高い地域におけ

るシカ捕獲事業を創設します。

林道 単軌道（森レール）作業道

１（６） 水質・水源対策
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取組例[２/２]

○ 民有林へのアプローチの方向性と取組

・森林を管理しやすい環境を確保するため、水道水源林との一体的管理も視野に、関係自治体等と連携し、林道

や作業道の整備を検討します。

・小河内貯水池への土砂流出を防止するため、貯水池に隣接する民有林所有者との協議の上、枯木の伐倒、伐倒

木を利用した木柵などの整備を実施します。

・庁内関係局や山梨県のシカ捕獲事業への支援を継続して実施します。

・新たな民有林保全の仕組みとして、地元市町村と連携して、森林経営管理制度を活用した森林整備を検討して

いきます。

小河内貯水池に隣接する
マツ枯れの深刻な民有林

現地の木を利用した木柵

・森林環境税
国民が等しく負担を分かち合い森林を支え
る税（１人年額1,000円）

・森林経営管理法
森林所有者が森林の管理を市町村に委ねる
ことが可能となる。所有者不明の森林につ
いては、一定の手続を経ることにより、市
町村が管理することができる。

森林関係の新たな税制や法律

１（６） 水質・水源対策
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○ 水源林の対策は、林業従事者の協力も必要である。林業に関わる人材の育成についても工夫が必要である。

○ 森林の管理は、森林経営管理法の改正に従った形で、できる限り市町村が管理可能となるような形で進めてい

くべきではないか。

○ ドローンを使って水源林を管理するなど、新しい管理方法も模索していくべきである。

○ 所有者不明の民有林が増えている。地元自治体や近隣自治体と連携を図り、対策を考えていくべきである。

○ 森林環境税や森林環境譲与税が創設されるが、使途が広範である。都と区市町村が役割分担を話し合い、新し

い税も使って森林の管理をしてほしい。

外部有識者の意見

１（６） 水質・水源対策
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11 気候変動で台風の規模が大きくなると思われる。水源林を工学的な視点から管理する手法を検討すべき。

【対応11】航空レーザー測量などのＩＣＴを活用し、森林の現況等を効率的に把握していきます。

12 民有林の荒廃が進む一因に、所有者が不明であることが挙げられる。所有者の調査を進めるべきではないか。

【対応12】不動産登記簿や住民票の調査、近隣の方々への聞き取り等を進めています。

13 民有林を健全な状態で次の世代につなげていくため、多様な主体と連携した森づくりの取組を強化すべき。

【対応13】地元自治体、企業、ボランティアと連携し、森林管理の取組を進めていきます。

14 森林環境税、森林環境譲与税、水道法改正、森林管理法改正についても、用語解説を入れてほしい。

【対応14】巻末の用語一覧に追加しました。

パブリックコメント（都民等）の意見



現状・課題

○ ＳＤＧｓ採択から４年が経過し、パリ協定の本格始動等、国際的に環境意識がより一層高まる中、脱炭素社会

の実現や水循環及び生物多様性の保全並びにプラスチック対策等、時勢に即した更なる取組が求められています。

○ 安全でおいしい高品質な水を安定供給するためには、浄水処理やポンプの運転等でのエネルギーの使用が避け

られない一方、都の環境確保条例におけるＣＯ２排出量削減義務は更に強化されていきます。

目指すべき姿

○ 安全でおいしい高品質な水の安定供給とＣＯ２排出量の削減を両立し、脱炭素社会実現の一翼を担っています。

○ 健全な水循環の形成に寄与するとともに、緑を守り、生物多様性にも配慮した事業を展開しています。

○ 持続可能な資源利用を推進し、循環型社会の形成に寄与しています。

○ 環境取組に対する関係者の理解が十分に得られ、環境施策が持続的に展開されています。

○ 多面的なエネルギー施策を展開し、エネルギー使用に起因するＣＯ２排出量を着実に削減していきます。

○ 水資源の有効利用や、生物多様性に配慮した緑の維持・創出を通して、健全な水循環と豊かな緑の保全に取り

組んでいきます。

○ 事業活動における省資源化を図り、持続可能な資源利用に取り組んでいきます。

○ 多様な主体との環境コミュニケーションを積極的に推進し、環境施策の実効性を更に向上させていきます。

取組の方向性

１（７） 環境対策
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【ＣＯ２排出量の削減】

○ ＣＯ２の排出状況及び予測

・水道局は年間約８億kWh（都内使用電力量の１％相当）の電力を消費し、ＣＯ２を大量に排出しています。

・都及び埼玉県条例により、ＣＯ２排出量削減義務（目標）が課されており、削減義務等が強化される第３計画

期間は、既存対策の強化に加え、新たな対策を講じることにより削減義務等を達成していく必要があります。

取組例[1/6]

東京都環境確保条例等におけるCO2排出量削減義務等の履行状況及び予測

※第２計画期間の繰越し及び第３計画期間の削減不足量は前計画期間からの繰越しを充当した後の量

１（７） 環境対策
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第２計画期間

東京都 15%

埼玉県 13%

第４計画期間

東京都 35%(参考値)

埼玉県 30%(想定)

第３計画期間
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○ 省エネルギー化の推進と再生可能エネルギーの導入拡大

・ポンプ設備の新設・更新時に、省エネ型ポンプ設備を導入します。

・常用発電設備の導入や更新に当たっては、コージェネレーションシステムやガスエンジン方式の発電設備等を

採用し、自立電源の確保とともに、エネルギー効率の向上を目指します。

・エネルギー消費の少ない送配水ルートの選択や配水池における適切な水位管理により、安定給水にエネルギー

の視点を加味した効率的な水運用に努めます。

・浄水場や給水所等の施設の整備に合わせて設置する等、太陽光発電設備及び小水力発電設備を積極的に導入し

ます。

取組例[２/６]

１（７） 環境対策
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小水力発電設備
（江北給水所）

省エネ型ポンプ設備
（上井草給水所）



○ 都環境確保条例等における仕組みの活用

・トップレベル事業所等の認定取得（都条例・埼玉県条例）

削減義務率が緩和されるトップレベル事業所等の仕組みをより一層活用して、浄水場等も対象に地球温暖化

対策を推進し、認定取得に取り組みます。

・森林吸収クレジットの活用（埼玉県条例）

森林の整備・保全によるＣＯ２吸収量を県内の制度対象事業所の目標達成に

活用するとともに、水道水源林の多面的な機能についてもアピールしていき

ます。

・低炭素電力の調達（都条例・埼玉県条例）

ＣＯ２の排出係数が小さい小売電気事業者が供給する電気を調達し、

ＣＯ２排出量を削減するとともに、社会全体におけるＣＯ２排出量の削減や、

再生可能エネルギーの普及促進にも貢献していきます。

【その他のＣＯ２排出量削減の取組】

○ 電気自動車（ＥＶ）等のゼロエミッションビークル（ＺＥＶ）や電動バイク

の積極的な導入に加え、小河内貯水池の湖面管理作業船を電気推進方式の環境

対応型船に更新することで、水道局のＣＯ２排出量を削減し、脱炭素社会の実

現にも寄与していきます。

取組例[３/６]

小河内貯水池と水道水源林

プラグインハイブリッド車
（令和元（2019）年度導入）

１（７） 環境対策
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【健全な水循環と豊かな緑の保全】

○ 水道水源林を生物多様性にも配慮しながら適正に管理し、水源地保全の取組への理解促進や様々な主体との協

働により、水道水源林の一層の機能向上を図ります。

○ 局有地の緑化や玉川上水の保全により、都市部における水と緑のネットワーク形成に貢献していきます。

○ 漏水防止対策や節水の呼び掛け等により、お客さまも含めた水資源の有効利用に取り組んでいきます。

取組例[４/６]

整備前（購入した森林）
森林の手入れ不足により森林内
が暗く、倒れた木などが散乱

整備後
水道水源林として保全作業を行
い、森林の機能が向上

水と緑のネットワークである玉川上水
（平成15（2003）年水道カレンダー
フォトコンテスト 馬場誠一様撮影）

水道水源林の適正管理

１（７） 環境対策
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【持続可能な資源利用】

○ 水道事業で発生する廃棄物を抑制するとともに、浄水場発生土や建設副産物等のリサイクルを推進します。

○ オフィス活動におけるモバイル端末及びタブレットの利用拡大や、請求書及び検針票等のＷｅｂへの切替え等、

ＩＣＴを活用したペーパーレス化を推進します。

○ プラスチックの利用を減らし、代替素材や再生プラスチックへの移行を検討します。

○ 東京水のPRについては、ペットボトル「東京水」からTokyowater Drinking Stationとマイボトルによる水道水

飲用に転換し、お客さまの環境配慮行動を促進します。

取組例[５/６]

屋外型のボトルディスペンサー式水飲栓
（東京国際フォーラム）

浄水場発生土

浄水場発生土の有効利用

１（７） 環境対策
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粒状改良土園芸用土 グラウンド材



【多様な主体との環境コミュニケーション】

○ 分かりやすい情報発信やイベントの開催、地域活動への参加等によりお客さまと連携していきます。

○ 企業や大学、海外の方など、より幅広い主体との連携を推進するとともに、政策連携団体や職員の環境意識の

啓発にも取り組みます。

取組例[６/６]

１（７） 環境対策
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水道キャラバン（小学生）

多摩川水系上下流交流会
（多摩川水源森林隊活動見学）

東京水道～企業の森（ネーミングライツ）



○ 料金収入をＣＯ２排出権の取引に使うことは、独立採算である水道事業にとっては好ましくなく、取引は最終手

段とすべきである。

○ 低炭素電力を導入するというのは全国的な動きであり、それに貢献するという点で意義はあるが、コストや効

果についてよく検討すべき。

○ 水道水源林のＣＯ２吸収効果を有効活用するため、森林吸収クレジットの仕組みが都にも導入されるよう、粘り

強く求めていくと良い。

○ スマートメータを導入すれば、検針員の移動がなくなり、ガソリンが削減される。今後のＩＣＴによるＣＯ２

削減効果もＰＲすべきである。

○ プラスチックの削減は世界的な問題である。資源の持続可能な利用に加え、健全な水循環の形成にもつながる

ということを強調していくべき。

外部有識者の意見

１（７） 環境対策
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１ 東京水のペットボトルは、アルミ缶に移行しないのか。

【対応１】環境に配慮する取組として、使い捨てにならない容器の推進を検討していきます。

２ 船舶も含めゼロエミッションビークルの導入を進めるべき。

【対応２】バイクや四輪車を更新する際にゼロエミッションビークルを導入していきます。また、船舶についても

更新に合わせ、環境配慮型の船舶を導入していきます。

３ ＣＯ２排出の最大の要因であるポンプをはじめとする設備に、エネルギー効率の良いもの、再生可能エネル

ギーを導入していくべき。

【対応３】省エネ型ポンプ設備や太陽光や小水力発電設備の導入を進めるとともに、従来よりも発電効率を高めた

ガスエンジン方式の発電設備を導入していきます。また、空調や照明等の効率化などを含め、エネルギー効率

等に配慮した施設整備を実施していきます。

４ ＣＯ２の排出削減目標率は非常にハードルが高い。都のキャップ・アンド・トレード制度などで認められてい

る様々な仕組みを活用していくことも、削減義務、目標の達成のためには必要と考える。

【対応４】削減義務率が緩和されるトップレベル事業所等の仕組みの活用や、森林吸収クレジットの活用を進める

など、ＣＯ２の排出削減義務の目標に向け取り組んでいきます。

５ 水道局の事業活動以外においてＣＯ２排出量削減を促進する取組も進めるべき。

【対応５】再生可能エネルギーの利用割合が高い電力の調達、ゼロエミッションビークルへの切替え、お客さまの

揚水ポンプの使用電力の削減にも寄与する直結給水の普及など、多面的に環境対策を講じていきます。

１（７） 環境対策
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６ 料金収入をＣＯ２排出権の取引に使うことは、独立採算である水道事業にとっては好ましくなく、取引は最終

手段とすべきであり、まずは、行わないように願う。

【対応６】ＣＯ２排出権の取引を前提とせずに、水の安定供給とＣＯ２排出量の削減を両立し、脱炭素社会の実現

に向け努めていきます。

７ 水道消費の低下は人口減によるものという分析は間違っていると思う。水のシェアはペットボトル飲料水に奪

われているのではないか。ペットボトルのプラスチックは環境汚染の原因にもなる。思い切ってペットボトル飲

料水に課税を行うのが良いと思う。

【対応７】水道水は、飲料用として使われる量よりも、トイレ、風呂、炊事、洗濯などで利用される量が多く、

水道水のシェアがペットボトル飲料水に奪われているとは考えていません。

また、プラスチックの利用に関しては、代替素材や再生プラスチックへの転換を図るなど、プラスチックの

削減を推進し、持続可能な資源利用に取り組んでいきます。
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